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ドキュメントとしてのオープンデータ 
 

本田正美†1  

 

オープンナレッジファンデーションジャパンの定義によれば「目的を問わず、誰でもどこででも自由に利用し、共有
し、構築のベースにすることができるデータ」であるオープンデータの公開の動きが広がりを見せている。日本政府
にあっては、データカタログサイト「data.go.jp」が開設され、2 万弱のデータセットが公開されている。さらに、自

治体レベルでは、200 を超える団体でオープンデータの公開に踏み切っている。このオープンデータの浸透には、オ
ープンデータがドキュメントとなって、公共機関や技術者、市民を結び付けているという側面がある。本研究は、オ
ープンデータがドキュメントとして機能するという点に着目し、オープンデータの取り組みの現状と展望を議論する

ものである。 

 

Open Data as Document 
 

Masami HONDA†1 

 

According to the definition of Open Knowledge Foundation Japan, open data is data that can be freely used, shared and built-on 

by anyone, anywhere, for any purpose. The movement of open data defined like that shows an expanse. In the Japanese 

Government, data catalogue site "data.go.jp" is established, and a little less than 20,000 data set is shown. Furthermore, the local 

government more than 200 decides the exhibition of open data. About the penetration of this opening data, there is a factor to join 

a public institution and an engineer, a citizen together by open data becoming the document. This study pays its attention to a 

point that open data function as a document and discusses the present conditions and the prospects of the action of open data. 

 

 

1. はじめに   

主に公共機関が保有するデータを誰でも二次利用可能

な形式で公開するオープンデータの取り組みが世界的な広

がりを見せている。 

オープンナレッジファンデーションジャパンの定義に

よれば、オープンデータとは、「目的を問わず、誰でもどこ

ででも自由に利用し、共有し、構築のベースにすることが

できるデータ」である1。オープンデータの取り組みの端緒

を開いたアメリカ連邦政府にあっては、そのデータカタロ

グサイト「data.gov」において約 19 万のデータセットを公

開している。日本政府においても同様のデータカタログサ

イト「Data.go.jp」を開設しており、2 万弱のデータセット

を公開している。さらに、自治体レベルでは、200 を超え

る団体でオープンデータの公開に踏み切っている。 

このオープンデータの浸透には、オープンデータがドキ

ュメントとなって、公共機関や技術者、市民を結び付けて

いるという側面があるものと考えられる。本研究は、オー

プンデータがドキュメントとして機能しているという点に

着目し、オープンデータの取り組みの現状と展望を議論す

るものである。 

 

2. 研究の背景 

公共機関などが保有するデータの利活用については、公

的機関の保有する情報の再利用に関して定めた 2003 年の

                                                                 
†1 島根大学戦略的研究推進センター   
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EU 指令の存在を指摘しておく必要がある。データを活用

した新規ビジネスの創出などが注目され、膨大なデータを

保有する公共機関につき、データを公開していく必要性が

説かれたのである。 

明示的にオープンデータという事柄につき、その推進が

目指されたという意味では、2009 年にアメリカで誕生した

オバマ政権が画期点となっている。大統領に就任直後にオ

バマはオープンガバメントを推進する旨の覚書に署名した。

オープンガバメントの取り組みの中でも中心的な施策とし

て展開されてきたもののひとつがオープンデータである。 

 

図１ 「Data.gov」トップページ 

 

(出所：https://www.data.gov/) 
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主にアメリカ連邦政府が保有するデータがデータポー

タルサイト「data.gov」において提供され、約 19 万のデー

タセットが登録されている(図 1)。連邦政府が保有している

各分野の多量の生データの他にも、分析ツール、オープン

データを利用することで開発されたアプリケーション、さ

らには連邦政府以外の公共機関が保有するデータへのアク

セス方法などが公開されている。 

日本においても、2010 年 5 月に発表された「新たな情報

通信技術戦略」に以下のように謳われたことにより、オー

プンガバメントの取り組みの一環として、行政情報の公開

というかたちで、オープンデータに関する取り組みが始ま

った。 

 

「2013 年までに、個人情報の保護に配慮した上で、2 次

利用可能な形で行政情報を公開し、原則としてすべてイ

ンターネットで容易に入手することを可能にし、国民が

オープンガバメントを実感できるようにする。」 

 

この 2010 年 12 月に、jig.jp の福野泰介代表取締役社長の

提案により、福井県鯖江市が国に先駆けて、オープンデー

タの取り組みに着手した。この鯖江市は、「データ シティ

鯖江」を掲げて、オープンデータの推進を図る先駆的な自

治体として知られるようになっている(図 2)。 

 

図 2 「データ シティ鯖江」 

 

(出所：http://data.city.sabae.lg.jp/top_page/) 

 

以後、日本では自治体レベルでのオープンデータの取り

組みが先行することになる。そして、2012 年に、日本政府

においては「電子行政オープンデータ戦略」が策定される

こととなった。 

電子行政オープンデータ戦略策定後は、順次、日本政府

にあってもオープンデータの取り組みが推進され、データ

カタログサイト「Data.go.jp」の開設などがなされている(図

3)。 

 

図 3 「Data.go.jp」トップページ 

 

(出所：http://www.data.go.jp/) 

 

3. 既往研究の整理 

オープンデータについては既に一定の研究の蓄積が存

在している。先に鯖江市の事例を紹介したが、この鯖江市

など日本の自治体において先駆的にオープンデータに着手

した自治体につき事例分析を行ったものとして早田ら[2]

がある。 

オープンデータに着手する自治体は増加しており、公開

されたオープンデータにつき、その利活用に焦点が当てら

れつつあり、先進自治体や海外事例については、総務省に

よる[3]、その他に[4]のようにオープンデータの利用状況を

調査したものが存在している。 

筆者もオープンデータを利用した Web サービスである

「マイ広報紙」に焦点を当てた[5]のような研究発表を行っ

てきた。 

ビジネス分野も含めたオープンデータの利活用につい

ては、[6]のような調査も行われており、公開されたオープ

ンデータの利用が注目されていると言えよう。 

さらに、[7]や[8]、[9]のように、オープンデータを推進

することにより見込まれる経済効果の測定に関する研究も

なされている。そのうちの[8]は、オープンデータの経済効

果推計を公共部門のオープンデータ化の程度と民間部門に

よる活用の二段階に分けて資産推計による定量分析を行う
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ことで、1,586 億円から 7,010 億円まで GDP 押し上げ効果

があるとしている。 

かように、オープンデータが推進され、それが利活用さ

れることにつき、先行研究の蓄積があるのである。 

本研究は、先行研究では必ずしも言及されてこなかった

オープンデータそのものに付随すると考えられる「ドキュ

メント」としての側面に焦点を当てるものである。 

 

4. オープンデータと「つながり」 

先に福井県鯖江市が日本政府に先駆けてオープンデー

タに着手していたことを紹介した。 

鯖江市は、2012 年に「Linked Open Data チャレンジ Japan 

2011」において、鯖江市の公園トイレに関する情報とそれ

を利用した福野氏の公園トイレ検索アプリが公共 LOD 賞

を受賞している。 

この「Linked Open Data チャレンジ Japan」は、2011 年

から開始されたコンテストである。その開催趣旨には、以

下のような文章が見出される。 

 

「多くの人々がオープンにしたデータ(Open Data)を、皆

でつなげて(Link して)大きな価値を生み出していく運動

は「Linking Open Data」と呼ばれ、世界中のあらゆる分

野で急速に広がっています。この活動を通して、私たち

の創造力と、つながろうとする力とが様々なサービスを

生みだし、私たちのライフスタイルを大きく進化させて

いくことでしょう。」 

「「Linked Open Data チャレンジ Japan 2011」では、これ

まで見られなかった新たなデータづくり、データを共有

する仕掛けや、データの活用アイデアなどを「作品」と

して募集します。作品の分野は問いません。異なる分野

のデータをマッシュアップした作品や、様々な分野で

Linking Open Data 運動を進めている方々の活動も作品と

して募集します。また、企業がビジネスとして推進して

いる作品、個人や学生の皆さまからの発想豊かな作品な

ど、幅広い応募を期待します。」 

(出所：http://lod.sfc.keio.ac.jp/challenge2011/objective.html) 

 

ここで注目されるのは、上記の引用文章の前段において、

データを皆でつなげて大きな価値を生み出すということが

表明されていることである。さらに、後段では、データを

共有する仕掛けも作品として見做される旨が明らかにされ

ている。オープンデータは単に公共機関などが保有するデ

ータを公開するだけの取り組みではなく、その公開された

データを利活用することで、様々な主体が新たな繋がりを

持っていくことも指向したものであることがこの文章から

うかがえるのである。 

 

図 4 「Linked Open Data チャレンジ Japan 2011 トップペ

ージ」 

 

(出所：http://lod.sfc.keio.ac.jp/challenge2011/index.html) 

 

図 4 は、「Linked Open Data チャレンジ Japan 2011」のト

ップページであるが、「Open = つながる。」という一文

が前面に掲げられている。その後、Linked Open Data チャ

レンジ Japanは、2016年に第 6回の開催に至っている。年々、

その応募作品は増加しており、2011 年は 73 作品、2012 年

は 205 作品、2013 年は 321 作品、 2014 年は 240 作品、2015

年は 290 作品となっている１。 

 

図 5 「オープンガバメントサミット in 鯖江 2015」 

 

(出所：http://www3.city.sabae.fukui.jp/ogsummit/) 

                                                                 
１以下の LOD2016 のサイトを参照した。 http://lodc.jp/2016/about.html 

ⓒ 2016 Information Processing Society of Japan

Vol.2016-DC-103 No.3
2016/11/18



情報処理学会研究報告 

IPSJ SIG Technical Report 

 

 

 4 
 

さらに、鯖江市では、2012 年に設立された NPO 法人エ

ル・コミュニティが同年に「オープンガバメントサミット

in 鯖江」を主催するなど、行政だけではなく、地域をあげ

た取り組みが展開されている。 

オープンガバメントサミットの第 2 回は 2013 年に実施

され、この回は鯖江市主催運営している。そして、2015 年

の第 3 回は、提案型市民主役事業化制度によりエル・コミ

ュニティが委託運営している。 

市がオープンデータを提供し、それを用いたアプリケー

ションが開発されるということに留まらず、オープンデー

タを梃子に、地域をあげて地域の課題解決を図ろうとする

姿勢がうかがえる。 

 

5. オープンデータ推進の成果 

ここで、2012 年に日本政府が策定した「電子行政オープ

ンデータ戦略」を確認する２。というのも、この戦略は自

治体におけるオープンデータの取り組みの浸透も意識し、

本文中で鯖江市の事例にも言及したものになっているから

である。 

この戦略の中で、オープンデータの推進にあたっての基

本原則として、以下の四点があげられている。 

 

①政府自ら積極的に公共データを公開すること 

②機械判読可能な形式で公開すること 

③営利目的、非営利目的を問わず活用を促進すること 

④取組可能な公共データから速やかに公開等の具体的

な取組に着手し、成果を確実に蓄積していくこと 

 

 ①・②・③については、オープンデータに関する定義に

関わるものであり、政府としてオープンデータを推進する

ことをあらためて表明したものと捉えることが出来る。そ

して、④において、すみやかな公開と成果の蓄積が謳われ

ている。成果を出すだけではなく、それを蓄積するとして

いる点が注目される。ここで、成果を蓄積する場が焦点と

なる。まず、想定されるのは、データカタログサイトにお

いて、公開するデータとともに、データの活用事例として

紹介することである。実際に、「Data.go.jp」には、「オープ

ンデータの取組」というページが設けられ、その中に「公

共データ活用事例一覧」がある(図 6)。鯖江市の「データ シ

ティ鯖江」のサイト中にもアプリの一覧が掲載されている。 

かように、オープンデータの利活用という点に着目する

と、そのデータを活用したアプリケーションやサービスの

開発が成果と目され、その一覧を作成することにより、成

果が蓄積されていくことになる。 

 

                                                                 
２電子行政オープンデータ戦略については、以下で確認した。 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/pdf/120704_siryou2.pdf 

図 6 「公共データ活用事例一覧」 

 

(出所： 

http://www.data.go.jp/open-data-initiatives/public-data-case-stu

dies/) 

 

ただし、オープンデータの推進に伴い生じる成果はデー

タの利活用によって作成されるアプリケーションだけでは

ないことは、前節で Linked Open Data チャレンジや鯖江市

のイベントの事例を引くことで示したところである。そし

て、それらの成果がどこに蓄積されるのかと言えば、それ

は実際にデータを公開し、利用される地域においてである。 

「電子行政オープンデータ戦略」には、「創意工夫を活

かした様々な方法で公共データの活用を促進する観点から、

民間、地方公共団体、地方公共団体等と十分に連携するも

のとする 。」とも記されており、様々なアクターが連携す

ることにより成果を生むことも求められているのである。 

 

6. 地域のアクターを結び付けるオープンデー

タ 

[10] は、鯖江市において、オープンデータが推進された

理由として、それまでに蓄積されてきた当地での地域活動

の厚みをあげている。単にオープンデータなる新たな施策

が登場しても、それが直ちに自治体において採用され、浸

透していくわけではないのである。さらに、公開されたデ

ータも、その利活用する主体が地域にあってこそ、その意

味が見出されるのである。 
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ここで、公開されたオープンデータの利活用につき、そ

の利用のアイデアを出し合うアイデアソンやデータを活用

したアプリケーションのプロトタイプを作成するハッカソ

ンといったイベントに注目が集まっている。例えば、2013

年から日本においても各地から参加都市がある、世界的な

イベントであるインターナショナル・オープンデータ・デ

イにおいては、各地でアイデアソンやハッカソンが実施さ

れている３。特に、近年では、日本が開催都市数で世界一

となっており、オープンデータに社会的な注目が集まって

いる様子がうかがえる。 

アイデアソンやハッカソン自体は、必ずしもオープンデ

ータと結び付けられるものではなく、例えば 2013 年に実施

された「Evernote Hackathon in Tokyo」のように、企業が主

催し、新たなアプリケーションやサービスを開発すること

を指向したハッカソンも見受けられるところである４。ア

イデアソンやハッカソンにおける成果物も、そこでオープ

ンデータが素材として活用されていれば、それはオープン

データ推進の成果と目されることになる。 

ただし、アイデアソンのノウハウをまとめた[11]におい

ても示されているように、アイデアソンにおいては、参加

者の知見を総動員することによって「ひらめき」を連鎖さ

せていくことが重要視される。何らかの新たなアイデアを

創出することも目的となるものの、それが全ての目的では

ないと言えよう。 

とりわけ、オープンデータの利活用と関係して実施され

るアイデアソンやハッカソンは、プログラミング技術に長

けた技術者から、地域で活動してきた市民、企業や行政の

関係者など多様な人々が参加する。それまで、行政が主催

するイベントや地域課題の解決に関するイベントには参加

してこなかった層の人々がオープンデータという素材とア

イデアソンやハッカソンという場によって結び付けられる

のである。オープンデータが地域における活動を発火させ

る導火線としての役割を果たすのである[12]。 

地域課題の解決に資するオープンデータの活用という

観点からは、「アーバンデータチャレンジ」のようなコンテ

ストも存在している。「アーバンデータチャレンジ」は、以

下のように表明されるコンテストである。 

 

「「アーバンデータチャレンジ（UDC）」は、地域課題の

解決を目的に、地方自治体を中心とする公共データを活

用した年間のイベント開催を伴う一般参加型コンテス

トです。」(出所：http://urbandata-challenge.jp/) 

 

2014 年から始まった「アーバンデータチャレンジ」は、

                                                                 
３ 2016 年の日本での開催報告は、オープンナレッジファンデーションジ

ャパンの以下のサイトで参照できる。 

http://okfn.jp/2016/03/20/iodd2016-report/ 

４ Evernote Hackathon in Tokyo については、以下のサイトを参照した。 

https://blog.evernote.com/jp/2013/01/10/12043 

2016 年には「2016 年度は 30 の地域拠点（都道府県ブロッ

ク・予定）を活動の核としながら、地理空間情報の流通や

利活用を日本各地でさらに促進する予定です。」５とされて

いる。オープンデータ推進を媒介として、日本各地の取り

組みが連動することが企図されているのである。 

 なお、オープンデータの推進は地域課題の解決だけでは

なく、それを利活用したビジネス創出も想定されている。

それは先に整理した既往研究でも[4]や[6]において言及さ

れていたことである。実際に、オープンデータの推進自治

体の中でも神奈川県横浜市にあっては、経済局が「オープ

ンデータ活用ビジネスプラン・ブートキャンプ  in 

Yokohama」を実施している(図 7)。これは、オープンデー

タを活用したビジネスプランコンテストであり、2015 年に

実施され、本年 2016 年も実施が予定されている６。 

 

図 7 「オープンデータ活用ビジネスプラン・ブートキャ

ンプ in Yokohama」 

 

(出所：http://opendata.yokohamalab.jp/opendata-bootcamp) 

 

7. ドキュメントとしてのオープンデータ 

ここまで、オープンデータにまつわり、「Linked Open Data 

チャレンジ Japan 2011」や「アーバンデータチャレンジ」

のようなコンテスト、そして「オープンガバメントサミッ

ト in 鯖江」やアイデアソン・ハッカソンに見られるイベン

トを確認することで、オープンデータの推進が契機となっ

て、地域において「つながり」が招来されることを論じて

きた。 

                                                                 
５ 以下より引用した。 

http://urbandata-challenge.jp/ 

６ 2016 年の募集につき、以下を参照した。 

http://opendata.yokohamalab.jp/event/bootcamp/2016091125 
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ここで、ドキュメントについて言及したい。情報処理学

会ドキュメントコミュニケーション研究会の Web サイト

では、以下のように表明されている。 

 

「ドキュメントを単なる情報を記述する媒体や手段で

はなく、人間同士がドキュメントによってコミュニケー

ションを取ってつながっていくという、ドキュメントそ

のものをダイナミックな「情報」ととらえて研究してい

きます。」７ 

 

 オープンデータもそれ自体はデータであり、それは何ら

かの媒体に乗って公開されているに過ぎない。ゆえに、オ

ープンデータそのものに着目し、Tim Berners-Leeによるオ

ープンデータの五つ星モデルなどを参照しながら、データ

の形式につき議論することも重要な課題ではある８。実際

に、オープンデータの定義については、[13]でも詳しく論

じられているように、いくつかの立場が採用され得るとこ

ろである。裏を返せば、「オープンデータ」と言っても、そ

れは各人で、想定しているものが異なることを意味してい

る。 

先に確認した「Linked Open Data チャレンジ Japan 2011」

のトップページにおける「Open = つながる。」という標

語にも見られるように、「オープン」の部分に着目すれば、

オープンデータの理念として、つながりを生むという側面

を重視することも可能である[14]。そして、つながりを生

むという意味において、オープンデータがドキュメントと

して機能しているということは、先に紹介した各種の事例

からも推察されよう。オープンデータがドキュメントとし

て機能し、人間同士がドキュメントによってコミュニケー

ションを取ってつながっていくということが起きている可

能性が指摘されるのである。この場合、オープンデータに

分類されるデータの形式などは必ずしも重要ではない。む

しろ、データの形式には拘らずに、可能なものからオープ

ンデータであるとして公開して、それをドキュメントとし

てコミュニケーションを媒介させていくことが肝要となる。

さらに、ドキュメントとして機能するという側面に着目す

れば、オープンデータの推進の成果についても、必ずしも

オープンデータを利活用したアプリケーションやサービス

の開発の有無に縛られることもなくなる。 

そこで、まずはドキュメントとなり得る「オープンデー

タ」を提供することに注力する必要があると結論付けられ

る。その提供の主体は主に公共機関が想定されるが、企業

などの主体によるオープンデータの提供も見られるように

なっている[15]。公共機関の提供するオープンデータと企

                                                                 
７ 以下のサイトより引用した。
http://sigdd.sakura.ne.jp/index.php?title=%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%

B3%E3%83%9A%E3%83%BC%E3%82%B8 

８五つ星モデルについては、以下の Web サイトを参照した。
http://5stardata.info/ 

業の提供するオープンデータがまさにドキュメントして行

き交うことで、地域課題の解決につながることもあれば、

新たなビジネスが創出されることもある。そのような状況

を招来してこそ、オープンデータを推進する意味が見出さ

れるとも言えるのである。 

 

8. おわりに 

本研究では、オープンデータの取り組みの現状から、オ

ープンデータがドキュメントとして機能している可能性を

指摘し、オープンデータの取り組みにつき、その展望を議

論した。 

本研究においては、日本国内のオープンデータの取り組

みに限定して議論を行ってきたが、オープンデータの推進

は世界的な潮流であり、2013 年 6 月にイギリスで行われた

G8 サミットで「オープンデータ憲章」が誓約されている。

オープンデータがドキュメントとして機能し、国境を超え

たコミュニケーションも生起するものと考えられる。その

実相につき、今後は研究を行う必要がある。 
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